
証券コード　3248

平成30年１月５日

株 主 各 位
東京都港区赤坂二丁目11番７号　ATT新館５階

株 式 会 社 ア ー ル エ イ ジ
代表取締役社長 向井山　達　也

第31期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第31期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年１月23日（火曜日）

午後６時までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬　具
記

１．日 時 平成30年１月24日（水曜日）午前10時
２．場 所 東京都中央区日本橋室町二丁目４番３号

野村コンファレンスプラザ日本橋　５階　大ホールＡＢ
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第31期（平成28年11月１日から平成29年10月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第31期（平成28年11月１日から平成29年10月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額設定の件
第６号議案 監査等委員である取締役の報酬額設定の件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が
生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.early-age.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成28年11月１日から
平成29年10月31日まで)

１．企業集団の現況

（1）事業の経過及び成果

　①　全般的概況

当連結会計年度(自 平成28年11月１日 至 平成29年10月31日)における

我が国経済は、企業業績や雇用環境の改善が続き、緩やかな回復基調にあ

ります。

当社グループの事業領域である不動産業界におきましては、地価や建築

コストの上昇にともなう慎重な見方もありますが、良好な資金調達環境を

背景に今後も底堅く推移していくことが期待されます。

このような状況の下、当社グループは、不動産管理運営事業で安定収益

を確保する一方、都心部の利便性の高い立地にフォーカスした賃貸住宅の

企画開発に注力し、賃貸事業用マンション６棟72室を完成させました。

この結果、当連結会計年度の業績として、売上高は3,940,127千円（前

期：4,140,175千円、前期比：4.8％減）、営業利益は520,537千円（前期：

472,678千円、前期比：10.1％増）、経常利益は474,595千円（前期：424,152

千円、前期比：11.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は311,801千

円（前期：266,451千円、前期比：17.0％増）となりました。

　セグメント別の業績は次のとおりであります。

＜不動産管理運営事業＞

　当セグメントにおきましては、賃貸住宅のサブリース運営業務及び賃貸

管理業務を、顧客サービスの質の向上を主眼としてグループ一丸となり取

り組んでまいりました。この結果、不動産管理運営事業の売上高は

2,880,076千円（前期：2,859,953千円、前期比：0.7％増）、セグメント利

益は517,283千円（前期：490,216千円、前期比：5.5％増）となりました。

＜不動産開発販売事業＞

　当セグメントにおきましては、収益ビル1棟等を販売致しました。この結

果、不動産開発販売事業の売上高は957,079千円（前期：1,157,727千円、

前期比：17.3％減）、セグメント利益は140,965千円（前期：157,717千円、

前期比：10.6％減）となりました。
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＜不動産仲介コンサル事業＞

　当セグメントにおきましては、効果的かつ効率的な運営を目指し取り組

んでまいりました。この結果、不動産仲介コンサル事業の売上高は102,971

千円（前期：122,494千円、前期比：15.9％減）、セグメント利益は8,060

千円（前期：セグメント損失24,438千円）となりました。

　②　設備投資の状況

　当連結会計年度中に実施いたしました企業集団の設備投資の総額は

515,127千円で、その主なものは次のとおりであります。

＜当連結会計年度中に取得した主要設備＞

　東京都品川区に完成した賃貸事業用マンション１棟（鉄筋コンクリート

造地上４階17室、建築工事代金他111,454千円）及び東京都渋谷区に新たに

開発用土地２区画（309,955千円）を取得しました。

　③　資金調達の状況

　当社グループの当連結会計年度の資金調達につきましては、記載すべき

重要な事項はありません。

　④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

　⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

　⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の

承継の状況

　該当事項はありません。

　⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の

状況

　該当事項はありません。
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(2) 財産及び損益の状況

区 分
第 28 期

(平成26年10月期)
第 29 期

(平成27年10月期)
第 30 期

(平成28年10月期)

第 31 期
(当連結会計年度)
(平成29年10月期)

売 上 高 (千円) 3,731,767 4,125,745 4,140,175 3,940,127

親会社株主に帰属
する当期純利益

(千円) 239,418 245,554 266,451 311,801

１株当たり当期純利益 (円) 75.50 77.41 83.77 98.02

総 資 産 (千円) 7,105,764 8,024,587 8,577,913 9,534,326

純 資 産 (千円) 2,188,573 2,376,422 2,584,104 2,821,417

１株当たり純資産額 (円) 689.83 746.89 812.18 886.98

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社アールエイジ・テク
ニカル・サービス

10百万円 100％
賃貸物件管理、リフォーム、
メンテナンス

(4) 対処すべき課題

　当社グループの安定的かつ持続的な成長にはオーナー様との厚い信頼関係

が必須です。それには、不動産関連知識に加え、不動産経営全般に関する高

いコンサルティング能力が不可欠となってまいります。有能な社員の確保と

ともに、適材適所の人材配置と教育体制の充実により能力の向上に努めてま

いります。多様な人材の確保と育成には、業務の高度化、権限委譲等による

従業員満足度の向上が必須です。効果的かつ効率的な内部統制の再構築と内

部管理部門の強化と併せて取り組んでまいります。
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(5) 主要な事業内容（平成29年10月31日現在）

事 業 部 門 事 業 内 容

不動産管理運営事業

賃貸マンションの一括借上（サブリース）、賃貸マンシ

ョンの自社所有、居住用賃貸物件と駐車場の賃料収受及

び管理業務、大型リフォーム

不動産開発販売事業 賃貸マンション及び戸建住宅の企画・開発・販売

不動産仲介コンサル事業 居住用賃貸物件及び駐車場の仲介業務

(6) 主要な営業所（平成29年10月31日現在）

当 社 株式会社アールエイジ

本　　　社：東京都港区

店　　　舗：船橋店（千葉県船橋市）、松戸店

　　　　　　(千葉県松戸市)、高円寺店(東京

　　　　　　都杉並区)

子 会 社
株式会社アールエイジ・

テクニカル・サービス

本　　　社：千葉県船橋市

東京事務所：東京都杉並区

(7) 使用人の状況（平成29年10月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 部 門 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

不 動 産 管 理 運 営 事 業 10（10）名 △2（△1）名

不 動 産 開 発 販 売 事 業 5（－） 1（ －）

不動産仲介コンサル事業 15（ 9） 1（ －）

全 社 共 通 6（－） 2（ －）

合 計 36（19） 2（△1）

（注）　使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

30（12）名 3（△1）名 30.8歳 5.4年

（注）　使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。
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(8) 主要な借入先の状況（平成29年10月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 千 葉 銀 行 2,356,581千円

株 式 会 社 千 葉 興 業 銀 行 878,960

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 823,695

株 式 会 社 京 葉 銀 行 727,942

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 459,058

株 式 会 社 東 京 都 民 銀 行 403,806

オ リ ッ ク ス 銀 行 株 式 会 社 78,800

株 式 会 社 東 日 本 銀 行 73,000

株 式 会 社 り そ な 銀 行 58,616

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 44,000

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　記載すべき重要な事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成29年10月31日現在）

①　発行可能株式総数 10,000,000株

②　発行済株式の総数 3,181,000株

③　株主数 1,235名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 所 有 株 式 数 持 株 比 率

向 井 山 　 達 　 也 1,100,000　株 34.58　％

有限会社ＢＨＡＧコーポレーション 950,000 29.87

内 藤 征 吾 91,400 2.87

若 　 杉 　 精 三 郎 67,000 2.11

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 64,900 2.04

笠 原 賢 一 62,200 1.96

永 末 明 紀 50,000 1.57

田 島 基 拡 46,000 1.45

安 田 和 彦 28,600 0.90

瀧 村 栄 嗣 28,300 0.89

（注）持株比率は自己株式（72株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の
状況（平成29年10月31日現在）
該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約
権の状況
該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成29年10月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 向 井 山 　 達 　 也

(株)アールエイジ・テクニカル・
サービス代表取締役
(有)ＢＨＡＧコーポレーション取
締役社長

取 締 役 笠 原 賢 一 空間事業本部長

取 締 役 田 島 基 拡

常 勤 監 査 役 浅 野 彰 博

監 査 役 櫻 井 浩 昭 (株)ストラテジック代表取締役

監 査 役 大 山 　 亨
(株)トラスティ・コンサルティン
グ代表取締役、ウインテスト(株)
社外取締役(監査等委員）

（注）１．監査役浅野彰博氏、監査役櫻井浩昭氏及び監査役大山亨氏は社外監査役であります。

２．監査役浅野彰博氏は、銀行の副支店長及び上場会社の監査役の実績から、豊富な経験、

見識を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

３．監査役大山亨氏は、証券会社、上場コンサルタント業または複数の上場会社社外監査

役等の実績から豊富な経験、見識を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知

見を有しております。

４．当社は、監査役浅野彰博氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し､ 

同取引所に届け出ております。

②　事業年度中に退任した取締役及び監査役
　　取締役佐藤貴子氏は、平成29年１月24日開催の第30期定時株主総会終結の時をもって

任期満了により退任いたしました。

③　取締役及び監査役の報酬等

　　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 数 支 給 額

取 締 役
名

4
千円

68,910

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

3
(3)

3,744
(3,744)

合 計
（ う  ち  社  外  役  員 ）

7
(3)

72,654
(3,744)

 (注) １．上記には、平成29年１月24日開催の第30期定時株主総会終結の時をもって退任した取

締役１名を含んでおります。

２．取締役の報酬限度額は、平成19年６月15日開催の臨時株主総会において、年額300百万

円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成19年６月15日開催の臨時株主総会において、年額30百万

円以内と決議いただいております。
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④　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他

の法人等との関係

・社外監査役櫻井浩昭氏は、（株）ストラテジックの代表取締役であり

ます。なお、当社と同社との間に取引関係はありません。

・社外監査役大山亨氏は、（株）トラスティ・コンサルティングの代表

取締役であります。なお、当社と同社との間に取引関係はありません。

ロ．他の法人等の社外役員としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の

法人等との関係

・社外監査役大山亨氏は、ウインテスト（株）の社外取締役であります。

なお、当社と同社との間に取引関係はありません。

ハ．当事業年度における主な活動状況

　　1）取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（24回開催） 監査役会（14回開催）

出席回数 出席率 出席回数 出席率

監 査 役 　 浅 野 彰 博 24回 100％ 14回 100％

監 査 役 　 櫻 井 浩 昭 24回 100％ 14回 100％

監 査 役 　 大 山 　 亨 24回 100％ 14回 100％

　　2）取締役会及び監査役会における発言状況

　　・監査役浅野彰博氏は、取締役会において会社法を始めとする法的

　　　知識に基づき、取締役会の意思決定の妥当性・適正を確保する

　　　ための助言・提言を行っております。また、常勤監査役として営

　　　業店舗等の監査の過程での改善事項を取締役会にフィードバック

　　　し、会社運営の意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っ

　　　ております。監査役会においては、監査結果についての意見交

　　　換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

　　・監査役櫻井浩昭氏は、取締役会において人事制度の専門家として

　　　当社の人事制度、組織運営、社員のモチベーション等に関する発

　　　言を行っております。監査役会においては、監査結果についての

　　　意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

－ 9 －



　　・監査役大山亨氏は、取締役会において上場コンサルタントとして

　　　の専門的見地から、当社の事業の一層の適正化のための助言・提

　　　言を行っております。監査役会においては、監査結果についての

　　　意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

⑤　責任限定契約の内容の概要

　　当社と３名の社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同
法第423条第１項の損害賠償責任を、法令が定める額を上限として限定す
る契約を締結しております。なお、当該責任限定が認められるのは、当
該社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な
過失がないときに限ります。

(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　優成監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 11,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の

財産上の利益の合計額
11,500千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年

度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③　会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由
　当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に
関する実務指針」を踏まえ、監査方法及び監査内容などを確認し、検討
した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を
行っております。

④　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑤　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要
があると判断した場合は、会計監査人の解任または不再任を株主総会の
決議の目的とすることとします。また、会計監査人が会社法第340条第
１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同
意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人
を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

１.業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

①　当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款

に適合することを確保するための体制

・当社及び当社子会社の全役職員が、法令・定款・社内規程・企業倫理を

遵守するため、「コンプライアンス規程」を定め、取締役及び使用人の

行動規範とする。

・当社及び当社子会社の取締役は職務の執行状況を取締役会に報告する

とともに、他の取締役の職務の執行状況を相互に監視、監督する。

・当社及び当社子会社の取締役の職務の執行状況は「監査役監査規程」に

基づき、監査役の監査を受ける。経営企画室は当社及び当社子会社の内

部監査を行い、コンプライアンスの遵守状況を確認する。

・当社及び当社子会社の職務執行において法令等との適合性に常に留意

し、疑義がある場合は適宜外部の専門家の意見を聴取し、その適正化に

努める。

②　当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行に係る情報の保

存及び管理に関する体制

・取締役会議事録、各種稟議書・決裁書など取締役及び使用人の職務執行

に関する重要な文書等については、法令及び「文書管理規程」等社内規

程に基づき適切に保存するものとする。

③　財務報告の信頼性を確保するための体制

・当社及び当社子会社は信頼性のある財務報告を作成するために財務報

告に係る内部統制が有効に機能するための体制の構築、整備及び運用を

行う。

・財務報告における不正や誤謬が発生するリスクを管理し、業務執行の適

正化を推進するとともに、財務報告に係る社内規程の適切な整備及び運

用を行う。

・財務報告に係る内部統制の仕組みが適正かつ有効に機能することを継

続的に監視・評価し、不備があれば必要な改善・是正を行うとともに、

関係法令との適合性を確保する。
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④　反社会的勢力排除のための体制

・当社及び当社子会社はコンプライアンスを経営の重要課題のひとつと

して位置づけ、「コンプライアンス規程」の一項目に暴力団を始めとす

る反社会的勢力の排除を定め、全役職員の行動規範とする。

・反社会的勢力には毅然とした態度で臨み、一切関係を持たないことを基

本とする。新規継続的取引を開始する場合には信用調査と併せて反社

会的勢力と関係がないことを必ず確認する。

・所轄警察署及び顧問弁護士等の外部専門機関と緊密に連携し、万が一不

当要求があった場合の体制を日常的に整備する。

⑤　当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社及び当社子会社の各部署の業務に付随するリスクについてはマニ

ュアル整備、研修の実施等により対応力向上に努め、各責任者が状況把

握と対応に責任を持つ。

・当社及び当社子会社の組織横断的リスクに関しては関係部署から取締

役に報告の上、取締役会において速やかに対応を図る。

・当社及び当社子会社のリスク管理のうち個人情報管理については、「個

人情報保護管理規程」に基づき適切に管理する。職務に関する未公表の

内部情報に関しては「インサイダー取引防止規程」に基づき、インサイ

ダー取引防止、情報漏洩防止、並びに会社情報の適切な開示に努める。

⑥　当社及び当社子会社の取締役の職務執行が効率的に行われることを確

保するための体制

・当社及び当社子会社は、毎月一回の定例取締役会に加えて、必要に応じ

て臨時取締役会を開催する。

・当社及び当社子会社の取締役は、社内の重要会議に出席し、各部署の状

況を的確に把握するとともに、取締役会付議事項の事前検討を行う。

・当社及び当社子会社の取締役会においては、月次予算及び業務計画の達

成状況を確認し、日常業務の問題点の把握と改善をその責任において行

う。
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⑦　当社及び当社子会社からなる企業集団における業務の適正を確保する

ための体制

・当社は「関係会社管理規程」に基づき、子会社に対する適切な経営管理

を行うとともに、必要に応じて指導・支援・モニタリングを行う。また

「コンプライアンス規程」及び関連規程に基づき、当社グループにおけ

る業務活動が法令遵守の意識のもと行われる体制とする。

⑧　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

・監査役が監査役会の決定として監査役職務を補助すべき使用人を置く

ことを求めた場合には、取締役会は監査役と協議の上、監査役補助者を

設置する。

・監査役補助者の指揮命令権は監査役が有し、取締役会の指揮命令は受け

ないものとする。監査役補助者の選任・解任・人事異動は監査役の同意

を得た上で取締役会が決定する。

⑨　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制

・当社及び当社子会社の取締役及び使用人並びに当社子会社の監査役は、

法定事項のほか、下記の事項を遅滞なく監査役に報告する。

　　当社及び当社子会社の全社的に影響を及ぼす重要事項

　　経営企画室が行う当社及び当社子会社の内部監査の結果

　　監査法人等の外部監査における重要事項

・監査役は取締役会を始めとする会議に出席し、業務報告を受ける。

・監査役が各部署に監査に訪れたときは、各責任者は積極的に監査に協力

しなければならない。

・「コンプライアンス規程」に定めるとおり、法令違反が疑わしい事例の

報告がなされた場合、速やかに事実関係を確認し適切な措置を取るとと

もに、その報告者が不利益を被ることがないように最大限の配慮を行

う。
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⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役は、取締役会、部署毎の会議その他あらゆる場面に出席すること

が出来る。

・監査役は、取締役との意見交換を定期的に開催し、監査上・経営上の重

要課題等についてヒアリングする。

・監査役は、監査法人、経営企画室の内部監査担当と定期的な情報交換を

行い、連携して監査の実効性を確保する。

⑪　監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針

に関する事項

・当社は、監査役がその職務の執行において生ずる費用の前払い、または

償還等の請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認

められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理することとし

ている。

２.業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社は、全社員が参加する会議や各部門の朝礼などを利用して、経営理念

の浸透や法令遵守への理解の向上を図る取組みを行っている他、有効な内部

通報体制の整備や、監査役及び経営企画室の内部監査担当による監査によっ

て、コンプライアンスの水準を維持向上させるように努めております。

　リスク管理といたしましては、モニタリング機能を持つ各部署にて収集さ

れたリスク情報が、速やかに内部統制部門に集約される体制となっており、

その情報をもとに、迅速かつ適切な対応が取れるように努めております。

　子会社を含めた企業集団における業務の適正を確保するために、子会社の

取締役を含めた会議を毎月開催し、タイムリーな情報収集を行いながら適切

な業務執行やリスク管理の状況について、情報の共有に努めております。

　監査役の監査が、実効的に行われることを確保するために、定例の監査役

会を開催している他、経営企画室の内部監査担当や会計監査人との情報交換

や代表取締役社長との定期会合を行っております。

　なお、上記以外につきましても、不断の見直しにより継続的に改善を図り、

より適正かつ効率的な体制となるよう努めております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成29年10月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 入 金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

差 入 敷 金

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

5,262,958

1,164,009

55,814

3,980,103

47,667

21,014

△5,651

4,271,368

4,018,417

2,041,394

203

14,651

1,899,253

62,913

10,339

7,137

3,202

242,611

6,660

53,591

72,672

11,266

98,421

流 動 負 債 956,718

営 業 未 払 金 65,577

短 期 借 入 金 44,000

1年内返済予定長期借入金 517,205

未 払 法 人 税 等 80,186

賞 与 引 当 金 9,500

そ の 他 240,249

固 定 負 債 5,756,190

長 期 借 入 金 5,343,253

預 り 敷 金 119,891

預 り 保 証 金 293,045

負 債 合 計 6,712,909

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,818,524

資 本 金 167,208

資 本 剰 余 金 66,058

利 益 剰 余 金 2,585,307

自 己 株 式 △50

その他の包括利益累計額 2,892

その他有価証券評価差額金 2,892

純 資 産 合 計 2,821,417

資 産 合 計 9,534,326 負 債 純 資 産 合 計 9,534,326

　（注）金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年11月１日から
平成29年10月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 3,940,127

売 上 原 価 2,825,411

売 上 総 利 益 1,114,715

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 594,177

営 業 利 益 520,537

営 業 外 収 益

受 取 利 息 21

受 取 配 当 金 636

新 株 予 約 権 戻 入 益 579

そ の 他 680 1,917

営 業 外 費 用

支 払 利 息 47,706

そ の 他 152 47,859

経 常 利 益 474,595

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,202 4,202

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 470,393

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 159,966

法 人 税 等 調 整 額 △1,374 158,592

当 期 純 利 益 311,801

親会社株主に帰属する当期純利益 311,801

　（注）金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年11月１日から
平成29年10月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 167,208 66,058 2,348,257 △50 2,581,475

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △74,751 △74,751

親会社株主に帰属する当期
純 利 益

311,801 311,801

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 237,049 － 237,049

当 期 末 残 高 167,208 66,058 2,585,307 △50 2,818,524

その他の包括利益累計額

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 1,996 632 2,584,104

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △74,751

親会社株主に帰属する当期
純 利 益

311,801

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

896 △632 263

当 期 変 動 額 合 計 896 △632 237,313

当 期 末 残 高 2,892 － 2,821,417

　（注）金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

－ 17 －



連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　１社

・主要な連結子会社の名称　　　　株式会社アールエイジ・テクニカル・サービス

(2) 持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法によ

り算定）を採用しております。

ロ．たな卸資産

・販売用不動産及び

　仕掛販売用不動産

個別原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

なお、賃貸等による収入が発生している販売用不動産

に関しては、それぞれの耐用年数に応じた減価償却を

行っております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　　定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法を採

用しております。なお、耐用年数及び残存価額につい

ては法人税法に規定する方法と同一の基準によってお

ります。

ロ．無形固定資産　　　　　　　　定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ．長期前払費用　　　　　　　　定額法によっております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき

当連結会計年度の負担額を計上しております。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おり、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会

計年度の費用として処理しております。

ただし、固定資産に係る控除対象外消費税及び地方消

費税は、投資その他の資産の「その他」に含めて計上

し、５年間で均等償却を行っております。
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２．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年

３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
たな卸資産 3,716,641千円
建物及び構築物 2,012,491千円
土地 1,898,000千円
建設仮勘定 62,913千円

計 7,690,047千円
②　担保に係る債務

短期借入金 44,000千円
１年内返済予定長期借入金 497,205千円
長期借入金 5,343,253千円

計 5,884,458千円

(2）たな卸資産の内訳
販売用不動産 2,823,259千円

仕掛販売用不動産 1,156,844千円

計 3,980,103千円

  (3) 固定資産として保有していた資産を保有目的変更により、下記のとおりたな卸資産に振り

替えております。

    たな卸資産 578,141千円

(4) 有形固定資産の減価償却累計額 445,390千円

(5) 偶発債務

　  該当事項はありません。

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 3,181,000株 －株 －株 3,181,000株

(2) 自己株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 72株 －株 －株 72株
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　(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

　平成29年１月24日開催の第30期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 39,761千円

・１株当たり配当額 12円50銭

・基準日 平成28年10月31日

・効力発生日 平成29年１月25日

　平成29年６月９日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 34,990千円

・１株当たり配当額 11円00銭

・基準日 平成29年４月30日

・効力発生日 平成29年７月10日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

　　るもの

　平成30年１月24日開催予定の第31期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 44,532千円

・１株当たり配当額 14円00銭

・基準日 平成29年10月31日

・効力発生日 平成30年１月25日

５．金融商品に関する注記

(1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につい

ては銀行借入による方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに

関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。

　投資有価証券である投資信託は、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直し

ております。

　営業債務である営業未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　短期借入金は、不動産プロジェクトに係る資金調達でありますが、１年以内の支払期日

であります。

　長期借入金は不動産プロジェクトに係る資金調達であります。変動金利の借入金は金利

の変動リスクに晒されておりますが、長期借入金の一部については、支払金利の変動リス

クを回避するため一部固定化を図っております。

　また、営業債務及び借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、

グループ全体の資金を集中管理することで、そのリスクを回避しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額は変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年10月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれており

ません（（注）２．参照）。

（単位：千円）

連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

(1）現金及び預金 1,164,009 1,164,009 －

(2）営業未収入金 55,814

　　貸倒引当金（※） △5,651

50,163 50,163 －

(3）投資有価証券

　　その他有価証券 6,660 6,660 －

　資産計 1,220,833 1,220,833 －

(1）営業未払金 65,577 65,577 －

(2）短期借入金 44,000 44,000 －

(3）長期借入金（１年内含む） 5,860,458 5,860,018 △440

　負債計 5,970,036 5,969,596 △440

（※）営業未収入金に対応する貸倒引当金を控除しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）営業未収入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

(3）投資有価証券

　これらの時価について、投資信託は取引金融機関から提示された価格によっておりま

す。

負　債

(1）営業未払金、(2）短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(3）長期借入金（1年内含む）

　これらの時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割引いて算出する方法によっております。

　　　２．差入敷金及び差入保証金（連結貸借対照表計上額126,264千円）は金額の重要性が

小さいため、また、預り敷金及び預り保証金（連結貸借対照表計上額412,937千

円）は、市場価格がなく実質的な預託期間を算定することが困難であるため上記

表に含めておりません。
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６．賃貸等不動産に関する注記

当社は、千葉県及びその他の地域において、賃貸事業用マンション（土地・建物）を所有

しております。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸等収入は277,751千円、

賃貸費用は86,988千円、賃貸損益は190,762千円であります。

  また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度末の時価は、次のとおり

であります。

　（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 当 連 結 会 計 年 度

末 の 時 価当 連 結 会 計 年 度
期 首 残 高

当連結会計年度
増 減 額

当 連 結 会 計 年 度
末 残 高

4,106,783 △133,379 3,973,405 5,718,909

(注) １.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２.当連結会計年度において、東京都江戸川区の賃貸事業用マンション等１棟をたな卸資

産に振り替えたことにより578,141千円減少し、東京都渋谷区に新規開発土地の仕入２

区画及び目黒プロジェクト他の工事進捗等により498,355千円増加しております。

３.当連結会計年度末の時価は、不動産鑑定評価基準に基づき社内で計算した評価額とな

っております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 886円98銭

(2) １株当たり当期純利益 98円02銭

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

（平成29年10月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 入 金

販 売 用 不 動 産

仕掛販売用不動産

前 払 費 用

立 替 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工具､器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

差 入 敷 金

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

5,124,806

1,063,083

22,008

2,823,259

1,156,844

7,595

10,616

45,708

1,341

△5,650

4,281,875

4,019,424

2,042,208

62

203

14,782

1,899,253

62,913

10,339

7,137

3,202

252,110

6,660

10,000

53,305

72,672

11,266

98,205

流 動 負 債 902,403

営 業 未 払 金 57,594

短 期 借 入 金 44,000

1年内返済予定長期借入金 517,205

未 払 法 人 税 等 68,056

未 払 消 費 税 等 4,478

賞 与 引 当 金 7,500

そ の 他 203,568

固 定 負 債 5,756,190

長 期 借 入 金 5,343,253

預 り 敷 金 119,891

預 り 保 証 金 293,045

負 債 合 計 6,658,594

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,745,194

資 本 金 167,208

資 本 剰 余 金 66,058

資 本 準 備 金 66,058

利 益 剰 余 金 2,511,977

その他利益剰余金 2,511,977

繰越利益剰余金 2,511,977

自 己 株 式 △50

評価・換算差額等 2,892

その他有価証券評価差額金 2,892

純 資 産 合 計 2,748,087

資 産 合 計 9,406,681 負 債 純 資 産 合 計 9,406,681

　（注）金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成28年11月１日から
平成29年10月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 3,634,246

売 上 原 価 2,655,746

売 上 総 利 益 978,499

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 510,677

営 業 利 益 467,821

営 業 外 収 益

受 取 利 息 20

受 取 配 当 金 30,707

そ の 他 1,154 31,881

営 業 外 費 用

支 払 利 息 47,706

そ の 他 152 47,859

経 常 利 益 451,844

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,202 4,202

税 引 前 当 期 純 利 益 447,641

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 141,834

法 人 税 等 調 整 額 △487 141,346

当 期 純 利 益 306,295

　（注）金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成28年11月１日から
平成29年10月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
資 本 準 備 金

そ の 他 利 益
剰 余 金

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 167,208 66,058 2,280,433 △50 2,513,650

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △74,751 △74,751

当 期 純 利 益 306,295 306,295

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 231,543 － 231,543

当 期 末 残 高 167,208 66,058 2,511,977 △50 2,745,194

評価・換算差額等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 1,996 632 2,516,279

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △74,751

当 期 純 利 益 306,295

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

896 △632 263

当 期 変 動 額 合 計 896 △632 231,807

当 期 末 残 高 2,892 － 2,748,087

　（注）金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式　　　　　　　　　　総平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法によ

り算定）を採用しております。

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・販売用不動産及び

　仕掛販売用不動産

個別原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

なお、賃貸等による収入が発生している販売用不動産

に関しては、それぞれの耐用年数に応じた減価償却を

行っております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法を採

用しております。なお、耐用年数及び残存価額につい

ては法人税法に規定する方法と同一の基準によってお

ります。

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づいております。

③　長期前払費用　　　　　　　　　定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき

当事業年度の負担額を計上しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理　　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おり、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年

度の費用として処理しております。ただし、固定資産

に係る控除対象外消費税及び地方消費税は、長期前払

費用に計上し、５年間で均等償却を行っております。

２．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年

３月28日）を当連結会計年度から適用しております。
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

販売用不動産 2,763,604千円

仕掛販売用不動産 953,037千円

建物 2,013,750千円

土地 1,898,000千円

建設仮勘定 62,913千円

計 7,691,306千円

②　担保に係る債務

短期借入金 44,000千円

１年内返済予定長期借入金 497,205千円

長期借入金 5,343,253千円

計 5,884,458千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 434,606千円

(3) 偶発債務

　　該当事項はありません。

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

　短期金銭債務 7,268千円

４．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

　①　営業取引による取引高

　　外注費 145,604千円

②　営業取引以外の取引高

　　受取配当金 30,000千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 72株 －株 －株 72株
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６．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金繰入限度超過額 1,743千円

販売用不動産減価償却費否認 19,778千円

たな卸資産評価減 17,461千円

未払事業税否認 2,746千円

賞与引当金 2,314千円

修繕積立金 8,410千円

その他 5,810千円

繰延税金資産合計 58,265千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,291千円

繰延税金負債合計 △1,291千円

繰延税金資産の純額 56,974千円

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

　　該当事項はありません。

８．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。
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(2) 子会社及び関連会社

種 類 会社等の名称
資本金又
は出資金
( 千 円 )

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社

（株）アール
エイジ･テク
ニカル･サー
ビス

 10,000
賃貸物件管
理､リフォ
ーム､メン
テナンス

 （所有）

100

取締役2名

監査役1名

当社管理
物件の巡
回､クレ
ー ム 対
応､設備
管 理 等

清掃､修
繕､設備
管理の委
託 等

145,604
営 業
未 払 金

7,268

配 当 金
の 受 取

30,000 － －

(注)取引条件及び取引条件の決定方針等

　　清掃、修繕、設備管理委託については、市場価格等を勘案し、当社との関連を有しない会

社との取引と同様に決定しております。

(3) 同一の親会社をもつ会社等及びその他の関係会社の子会社等

該当事項はありません。

(4) 役員及び個人主要株主等

種類 氏　名
資本金又は出

資金(千円)

事業の内容又

は職業

議決権の所有(被

所有）割合(%)

関連当事者との

関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

役員及

びその

近親者

三井博子 －
当社役員

の近親者
－

一括借上契

約の締結

一括借上物件

の賃料支払
12,301 － －

(注)取引条件及び取引条件の決定方針等

　一括借上物件の賃料については、市場価格等を勘案し、当社との関連を有しない会社と

の取引と同様に決定しております。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 863円93銭

(2) １株当たり当期純利益 96円29銭

10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年12月19日

株式会社アールエイジ

　取　締　役　会　　御中

　　　　　優 成 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 鴛 海 量 明 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 宮 崎 　 哲 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 陶 江 　 徹 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アールエイジの平成28年
11月１日から平成29年10月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、株式会社アールエイジ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年12月19日

株式会社アールエイジ

　取　締　役　会　　御中

　　　       優 成 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 鴛 海 量 明 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 宮 崎 　 哲 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 陶 江 　 徹 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アールエイジの平
成28年11月１日から平成29年10月31日までの第31期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監
査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成28年11月1日から平成29年10月31日までの第31期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　（１）監査役会は、当該事業年度の監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査

の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当該事業年度の監査の
方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図
り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施し
ました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
及び店舗において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意志疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて
子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める
体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（ 内部統制システム ）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「 職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制 」（ 会社計算規則第131条各号に掲げる事項 ）を「 監
査に関する品質管理基準 」（ 平成17年10月28日企業会計審議会 ）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表 ）及びその附属明細書並びに連結
計算書類（ 連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表 ）
について検討いたしました。
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２．監査の結果
　（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

　（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人優成監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　（３）連結計算書類の監査結果
　会計監査人優成監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年12月21日

                           株式会社アールエイジ 監査役会

常 勤 監 査 役 浅 野 彰 博 ㊞

監 査 役 櫻 井 浩 昭 ㊞

監 査 役 大 山 　 亨 ㊞

（注）監査役浅野彰博、監査役櫻井浩昭及び監査役大山亨は、会社法第2条第16号及び第335
条第3項に定める社外監査役であります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　当期の期末配当につきましては、当期業績、今後の事業展開並びに内部留保

の状況等を総合的に勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金14円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は44,532,992円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成30年１月25日といたしたいと存じます。

第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

（１）  平成27年５月１日に施行された「会社法の一部を改正する法律」（平

成26年法律第90号。）により、新たに監査等委員会設置会社への移行が

可能となりました。当社といたしましては、構成員の過半数を社外取締

役とする監査等委員会を設置し、監査等委員である取締役に取締役会に

おける議決権を付与することで、取締役会の監督機能を高め、コーポレ

ートガバナンスの一層の強化を図るとともに、業務執行を行う取締役へ

の権限移譲により迅速な意思決定を行い、経営の効率性を高めることを

目的として、監査等委員会設置会社へ移行することといたしました。こ

れに伴い、監査等委員会設置会社への移行に必要となる、監査等委員会

及び監査等委員に関する規定の新設並びに監査役及び監査役会に関する

規定の削除等を行うものであります。

（２）　会社法の改正により、責任限定契約を締結できる役員の範囲が変更さ

れたことに伴い、業務執行を行わない取締役についても、期待される役

割を十分に発揮できるようにする旨の変更を行うものであります。当該

変更については、各監査役の同意を得ております。

（３）　議決権を有しない単元未満株主の権利を定めるために、その規定を新

設するものであります。

（４）　その他、字句の修正等を行うものであります。
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２．変更の内容

　変更の内容は次のとおりであります。

　なお、本議案における定款変更については、本総会終結の時をもって効力を

生じるものといたします。

（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

第１章　総　　則 第１章　総　　則

（商号） （商号）

第１条　当会社は、株式会社アールエイジと称

し、英文ではEARLY AGE CO.,Ltdと表示

する。

第１条　（現行どおり）

（目的） （目的）

第２条　当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。

第２条　（現行どおり）

１．宅地建物取引業。

２．不動産の管理、運営業務。

３．不動産の賃貸借及びその仲介、代

理業務。

４．土木建築工事の設計施工。

５．損害保険及び自動車損害賠償保障

法に基づく保険の代理業務。

６．各種出版物、印刷物の販売及び流

通システムの開発。

７．広告、宣伝の情報媒体の企画及び

販売。

８．コンピューター及びその関連機器

による情報の収集、処理及び販売

に関する業務。

９．情報処理サービス業及び情報提供

サービス業。

10．総合リース業。

11．生命保険の募集に関する業務。

12．建築士事務所の経営。
 

13．前各号に附帯関連する一切の業

務。

（本店の所在地） （本店の所在地）

第３条　当会社は、本店を東京都港区に置く。 第３条　（現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案

（機関の設置） （機関の設置）

第４条　当会社は、取締役会、監査役、監査役

会及び会計監査人を置く。

第４条　当会社は、取締役会、監査等委員会及

び会計監査人を置く。

（公告方法） （公告方法）
 

第５条　当会社の公告方法は、電子公告とす

る。但し、電子公告を行うことができ

ない事故その他のやむを得ない事故が

生じたときは、日本経済新聞に掲載し

て公告する。

第５条　（現行どおり）

第２章　株　　式 第２章　株　　式

（発行可能株式総数） （発行可能株式総数）
 

第６条　当会社の発行可能株式総数は、

10,000,000株とする。

第６条　（現行どおり）

（単元株式数） （単元株式数）

第７条　当会社の単元株式数は、100株とする。 第７条　（現行どおり）

（新　設） （単元未満株式についての権利）

第８条　当会社の株主は、その有する単元未満

株式について、次に掲げる権利以外の

権利を行使することができない。

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権

利

（２）会社法第166条第１項の規定による請

求をする権利

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式

の割当て及び募集新株予約権の割当て

を受ける権利

（株式取扱規程） （株式取扱規程）

第８条　当会社の株式に関する取扱いは、取締

役会の定める株式取扱規程による。

第９条　（現行どおり）

（株主名簿管理人） （株主名簿管理人）

第９条　当会社は、株主名簿管理人を置く。 第10条　（現行どおり）

第３章　株主総会 第３章　株主総会

（基準日） （基準日）

第10条　当会社は、毎年10月31日の株主名簿に

記録された株主をもって、定時株主総

会において権利を行使することができ

る株主とする。

第11条　（現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案

（招集の時期） （招集の時期）

第11条　当会社の定時株主総会は、事業年度末

日の翌日から３ケ月以内に招集する。

第12条　（現行どおり）

（招集権者及び議長） （招集権者及び議長）

第12条　株主総会は、取締役社長が招集し、そ

の議長となる。取締役社長に事故ある

ときは、あらかじめ取締役会の定める

順序により、他の取締役がこれに代わ

る。

第13条　（現行どおり）

（決議要件） （決議要件）

第13条　株主総会の決議は、法令又は本定款に

別段の定めがある場合を除き、出席し

た株主の議決権の過半数をもって行

う。

第14条　（現行どおり）

２．会社法第309条第２項の規定による株

主総会の決議は、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権

の３分の２以上に当たる多数をもって

行う。

２．（現行どおり）

（参考書類等のインターネット開示） （参考書類等のインターネット開示）

第14条　当会社は、株主総会参考書類、計算書

類、連結決算書類及び事業報告に記載

又は表示すべき事項に係る情報を、法

務省の定めるところにより、インター

ネットで開示することができる。

第15条　当会社は、株主総会参考書類、計算書

類、連結計算書類及び事業報告に記載

又は表示すべき事項に係る情報を、法

務省令の定めるところにより、インタ

ーネットで開示することができる。

（議決権の代理行使） （議決権の代理行使）

第15条　株主は、当会社の議決権を有する他の

株主１名を代理人としてその議決権を

行使することができる。

第16条　（現行どおり）

２．株主又は代理人は、株主総会毎に代理

権を証明する書面を当会社に提出しな

ければならない。

２．（現行どおり）

第４章　取締役及び取締役会 第４章　取締役及び取締役会

（員数） （員数）

第16条　当会社に取締役６名以内を置く。 第17条　当会社の取締役（監査等委員であるも

のを除く。）は、６名以内とする。

－ 37 －



現 行 定 款 変 更 案

（新　設） ２．当会社の監査等委員である取締役は、

５名以内とする。

（選任） （選任）

第17条　取締役の選任は、株主総会において議

決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数で行う。

第18条　取締役の選任は、監査等委員である取

締役とそれ以外の取締役を区別して、

株主総会において議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権

の過半数で行う。

２．取締役の選任については、累積投票に

よらないものとする。

２．（現行どおり）

（任期） （任期）

第18条　取締役の任期は、選任後２年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会終結の時までとす

る。

第19
 

条　取締役（監査等委員であるものを除

く。）の任期は、選任後１年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会終結の時までとす

る。

（新　設） ２．監査等委員である取締役の任期は、選

任後２年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時株主総会終

結の時までとする。

２．補欠又は増員により選任された取締役

の任期は、在任取締役の任期の満了す

べき時までとする。

３．補欠として選任された監査等委員であ

る取締役の任期は、退任した監査等委

員である取締役の任期の満了すべき時

までとする。

（代表取締役及び役付取締役） （代表取締役及び役付取締役）

第19条　取締役会は、取締役の中から代表取締

役若干名を選定する。

第20条　取締役会は、取締役（監査等委員であ

るものを除く。）の中から代表取締役

若干名を選定する。

２．取締役会の決議により、取締役社長１

名、取締役副社長、専務取締役、常務

取締役若干名を選定することができ

る。

２．（現行どおり）

（取締役会） （取締役会）

第20条　取締役会は、取締役社長が招集し、そ

の議長となる。取締役社長に事故があ

る時は、あらかじめ取締役会の定める

順序により、他の取締役がこれに代わ

る。

第21条　取締役会は、取締役社長が招集し、そ

の議長となる。取締役社長に事故ある

ときは、あらかじめ取締役会の定める

順序により、他の取締役がこれに代わ

る。
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現 行 定 款 変 更 案

２．取締役会の招集通知は、各取締役及び

各監査役に対し、会日の３日前までに

発する。但し、緊急の時はこの期間を

短縮することができる。

２．取締役会の招集通知は、各取締役に対

し、会日の３日前までに発する。但

し、緊急のときはこの期間を短縮する

ことができる。

３．取締役が取締役会の決議の目的事項に

ついて提案した場合、当該事項の議決

に加わることのできる取締役全員が書

面又は電磁的記録により同意の意思表

示をし、監査役が異議を述べない時

は、取締役会の承認事項があったもの

とみなす。

３．取締役が取締役会の決議の目的事項に

ついて提案した場合、当該事項の議決

に加わることのできる取締役全員が書

面又は電磁的記録により同意の意思表

示をしたときは、取締役会の承認事項

があったものとみなす。

４．取締役会の運営その他に関する事項に

ついては、取締役会の定める取締役会

規程による。

４．（現行どおり）

（新　設） （業務執行の決定の取締役への委任）

第22条　当会社は、会社法第399条の13第６項の

規定により、取締役会の決議によって

重要な業務執行（同条第５項各号に掲

げる事項を除く。）の決定を取締役に

委任することができる。

第５章　監査役及び監査役会 第５章　監査等委員会

（員数） （削　除）

第21条　当会社に監査役３名以内を置く。

（選任） （削　除）

第22条　監査役の選任は、株主総会において、

議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数で行う。

（任期） （削　除）

第23条　監査役の任期は、選任後４年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関

する定時株主総会終結の時までとす

る。

２．任期の満了前に退任した監査役の補欠

として選任された監査役の任期は、退

任した監査役の任期の満了の時までと

する。
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現 行 定 款 変 更 案

（常勤監査役） （削　除）

第24条　監査役会は監査役の中から常勤監査役

若干名を選定する。

（監査役会） （監査等委員会）

第25条　監査役会招集の通知は、各監査役に対

し会日の３日前までに発する。但し、

緊急のときはこの期間を短縮すること

ができる。

第23条　監査等委員会の招集通知は、各監査等

委員に対し会日の３日前までに発す

る。但し、緊急のときはこの期間を短

縮することができる。

２．監査役会の運営その他に関する事項に

ついては、監査役会の定める監査役会

規程による。

２．監査等委員会の運営その他に関する事

項については、監査等委員会の定める

監査等委員会規程による。

第６章　取締役、監査役の責任免除 第６章　取締役の責任免除

（損害賠償責任の一部免除） （損害賠償責任の一部免除）

第26条　当会社は、取締役会の決議をもって、

取締役（取締役であった者を含む。）

及び監査役（監査役であった者を含

む。）の当会社に対する損害賠償責任

を、法令が定める範囲で免除すること

ができる。

第24条　当会社は、取締役会の決議をもって、

取締役（取締役であった者を含む。）

の当会社に対する損害賠償責任を、法

令が定める範囲で免除することができ

る。

２．当会社は社外取締役、社外監査役との

間に、当会社に対する損害賠償責任に

関し、法令が定める金額を限度とする

旨の契約を締結することができる。

２．当会社は、取締役（業務執行取締役等

であるものを除く。）との間に、当会

社に対する損害賠償責任に関し、法令

が定める金額を限度とする旨の契約を

締結することができる。

第７章　計　　算 第７章　計　　算

（事業年度） （事業年度）

第27条　当会社の事業年度は、毎年１１月１日

から翌年１０月３１日までとする。

第25条　（現行どおり）

（剰余金の配当） （剰余金の配当）

第28条　株主総会の決議により、毎事業年度末

日の株主名簿に記録された株主又は登

録株式質権者に対し、期末配当を行う

ことができる。

第26条　（現行どおり）

２．前項のほか、取締役会の決議により、

毎年４月30日の株主名簿に記録された

株主又は登録株式質権者に対し、中間

配当を行うことができる。

２．（現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案

（自己株式の取得） （自己株式の取得）

第29条　取締役会の決議により、市場取引等に

よる自己株式の取得を行うことができ

る。

第27条　（現行どおり）

（配当金の除斥期間） （配当金の除斥期間）

第30条　期末配当金及び中間配当金が支払開始

の日から満３年を経過してもなお受領

されないときは、当会社はその支払の

義務を免れる。

第28条　（現行どおり）

（新　設） 附　則

（損害賠償責任の一部免除に関する経過措置）

１．当会社は、第31期定時株主総会終結前の行

為に関する会社法第423条第１項所定の監

査役（監査役であった者を含む。）の損害

賠償責任を、法令の限度において、取締役

会の決議によって免除することができる。

２．第31期定時株主総会終結前の社外監査役

（社外監査役であった者を含む。）の行為

に関する会社法第423条第１項の賠償責任

を限定する契約については、なお同定時株

主総会の決議による変更前の定款第26条第

２項の定めるところによる。
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第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、

監査等委員会設置会社に移行し、取締役全員（３名）は、定款変更の効力発生

の時をもって任期満了により退任となります。

つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名の選任をお

願いいたしたいと存じます。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりでありま

す。

なお、本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力

発生を条件として、効力を生じるものといたします。

候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　 　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

当社との特別
の 利 害 関 係

１
むか

向
い

井
やま

山
 

　
たつ

達
や

也
（昭和42年１月31日）

平成３年４月 株式会社スリークォーター入社

平成６年３月 当社入社

平成７年９月 当社営業推進部長就任

平成９年９月 当社取締役本部長就任

平成10年11月 当社常務取締役就任

平成11年11月 当社取締役副社長就任

平成11年11月 有限会社アテックス（現株式会社

アールエイジ・テクニカル・サー

ビス）取締役就任

平成12年10月 当社代表取締役社長就任（現任）

平成12年10月 有限会社アテックス（現株式会社

アールエイジ・テクニカル・サー

ビス）代表取締役就任（現任）

平成15年２月 有限会社ＢＨＡＧコーポレーシ

ョン取締役社長就任（現任）

1,100,000株 なし
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候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　 　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

当社との特別
の 利 害 関 係

２
かさ

笠
はら

原
けん

賢
いち

一
（昭和43年10月15日）

平成５年12月 株式会社スリークォーター入社

平成５年12月 当社入社

平成10年11月 当社営業部長就任

平成14年11月 当社執行役員就任

平成15年１月 当社取締役就任（現任）

平成15年４月 株式会社アールエイジ・テクニカ

ル・サービス取締役就任

平成18年１月 同社　取締役退任

平成18年11月 当社空間事業本部長就任（現任）

62,200株 なし

３
た

田
じま

島
もと

基
ひろ

拡
（昭和43年１月29日）

平成５年12月 当社入社

平成12年11月 当社執行役員就任

平成18年12月 当社空間事業本部ユニットリーダ

ー就任

平成23年１月

平成26年１月

株式会社アールエイジ・テクニカ

ル・サービス取締役就任（現任）

当社取締役就任（現任）

46,000株 なし

（注）　候補者向井山達也氏は、当社の親会社等に該当します。有限会社ＢＨＡＧコーポレーシ
ョンは、同氏の子会社等に該当します。同氏の子会社等における地位及び担当は、上記表
中の「略歴、地位、担当及び重要な兼務の状況」に含めて記載しております。
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第４号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、

監査等委員会設置会社に移行いたします。

つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存

じます。なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

なお、本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力

発生を条件として、効力を生じるものといたします。

候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　 　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

当社との特別
の 利 害 関 係

１
あさ

浅
の

野
あき

彰
ひろ

博
（昭和26年３月30日）

昭和49年４月 株式会社三菱銀行入行（現株式会

社三菱東京ＵＦＪ銀行）

平成８年４月 同行　大連支店副支店長就任

平成12年６月 同行　中野駅前支店副支店長就任

平成14年11月 株式会社松屋フーズ入社

商品本部長付部長就任

平成18年４月 同社　リスク管理室室長就任

平成21年６月 同社　常勤監査役就任

平成25年６月

平成26年１月

同社　常勤監査役退任

当社　常勤社外監査役就任（現任）

－株 なし

２
さくら

櫻
い

井
ひろ

浩
あき

昭
(昭和40年６月30日)

平成元年４月 株式会社リクルートコスモス入社

平成12年１月 株式会社マングローブ入社

平成14年８月 同社代表取締役就任

平成17年１月 有限会社ストラテジック(現株式

会社ストラテジック）設立

代表取締役就任（現任）

平成18年６月 当社社外監査役就任（現任）

1,000株 なし
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候補者
番 号

ふ り が な

氏　　　 　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

当社との特別
の 利 害 関 係

３
おお

大
やま

山
 

　
とおる

亨
（昭和42年８月24日）

平成３年４月 山一証券株式会社入社　公開引受部

平成10年４月 富士証券株式会社入社　公開引受

準備室（後、公開引受部）

平成12年10月 合併によりみずほ証券株式会社へ

移籍　公開引受部

平成13年３月 HSBC証券会社東京支社入社

エクイティ・キャピタル・マーケ

ッツ部

平成14年２月 株式上場コンサルタントとして独立

平成15年７月 有限会社トラスティ・コンサルテ

ィング（現有限会社セイレーン）

設立　代表取締役就任（現任）

平成15年10月 ウインテスト株式会社社外監査役

就任

平成16年６月 フィンテックグローバル株式会社

社外監査役就任

平成17年４月 株式会社トラスティ・コンサルティ

ング設立　代表取締役就任（現任）

平成20年１月 当社社外監査役就任（現任）

平成20年９月 株式会社ビューティー花壇監査役

就任

平成25年４月

平成26年６月

平成27年10月

フィンテックグローバル株式会社

社外監査役就任（現任）

株式会社イオレ社外監査役就任

（現任）

ウインテスト株式会社社外取締役

就任（監査等委員）（現任）

－株 なし

（注）１．浅野彰博氏、櫻井浩昭氏及び大山亨氏は、監査等委員である社外取締役候補者
であります。

２．監査等委員である社外取締役選任の理由
浅野彰博氏は、会社経営に関与したことはありませんが、銀行の副支店長及び
上場会社の監査役の経験から、法務等の専門的な知識を当社の監査に活かして
いただくため、監査等委員である社外取締役としての選任をお願いするもので
あります。
櫻井浩昭氏につきましては、人材コンサルティング会社を経営しており、その
豊富な知識、経験等を当社の監査に活かしていただくため、監査等委員である
社外取締役としての選任をお願いするものであります。
大山亨氏は、証券会社、上場コンサルタント業また複数の上場会社社外監査役
等の実績から豊富な経験、見識を有しており、同氏より監査を受ける事により
当社の事業の適正化に繋がるため、監査等委員である社外取締役としての選任
をお願いするものであります。
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３．浅野彰博氏、櫻井浩昭氏及び大山亨氏は現在当社の社外監査役であり、その就
任してからの年数は本総会終結の時をもって、浅野彰博氏は４年、櫻井浩昭氏
は11年７ケ月、大山亨氏は10年となります。

４．当社は、浅野彰博氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出て
おります。本総会において同氏の選任が承認された場合、独立役員として届け
出る予定であります。

５．当社は、浅野彰博氏、櫻井浩昭氏及び大山亨氏との間で、会社法第427条第１
項の規定に基づき同法第423条第１項の損害賠償責任を、法令が定める額を上
限として限定する契約を締結しております。本総会において３氏の選任が承
認された場合、同内容の契約を締結する予定であります。

第５号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額設定の件
当社の取締役の報酬額は、平成19年６月15日開催の臨時株主総会において年

額300百万円以内とご決議いただき今日に至っておりますが、第２号議案「定款

一部変更の件」の承認可決を条件として、当社は監査等委員会設置会社へ移行

いたします。つきましては、現在の取締役の報酬額に関する定めを廃止し、取

締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬額を、経済情勢等諸般の事情も

考慮して、年額300百万円以内と定めることとさせていただきたいと存じます。

なお、取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬額には、使用人兼務取

締役の使用人分給与は含まないものといたしたいと存じます。

第３号議案が原案どおり承認可決されますと、取締役（監査等委員であるも

のを除く。）は３名となります。

第６号議案　監査等委員である取締役の報酬額設定の件

当社は第２号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委

員会設置会社へ移行いたします。つきましては、監査等委員である取締役の報

酬額を、経済情勢等諸般の事情も考慮して、年額30百万円以内と定めることと

させていただきたいと存じます。

第４号議案が原案どおり承認可決されますと、監査等委員である取締役は３

名となります。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会場　　野村コンファレンスプラザ日本橋

５階　「大ホールＡＢ」

東京都中央区日本橋室町二丁目４番３号

ＴＥＬ　03－3277－0888（代表）

←
至 

神
田

←
至 

神
田

みずほ
銀行

←至 東
京

←至 東
京

外
堀
通
り

日本銀行本店

日
銀
通
り 日本橋

三井タワー
日本橋

三井タワー

三井住友
信託銀行
三井住友
信託銀行

三越劇場

日本橋三越
本店本館

日本橋三越
本店新館

三菱東京
ＵＦＪ

三菱東京
ＵＦＪ

日銀貨幣
博物館

日銀貨幣
博物館

三越前(半蔵門線)

←至 大手町
←至 大手町

新日本製鐵
本社

至 

銀
座
→

至 

銀
座
→

首都高速首都高速

昭
和
通
り

江戸橋北

本町２

室町３

新日本橋(総
武本線)

本町３

至 錦
糸町→

至 錦
糸町→

日本橋室町野村ビル

野村コンファレンスプラザ日本橋

三
越
前(

銀
座
線)

至 錦糸町→至 錦糸町→

江戸通り

中
央
通
り

出口
Ａ９
出口
Ａ９

新日本製鐵
本社

交通　東京メトロ銀座線・半蔵門線「三越前」駅（Ａ９出口直結）徒歩１分

ＪＲ総武本線「新日本橋」駅（１番出口）徒歩１分

東京メトロ銀座線・東西線「日本橋」駅（Ｂ12出口）徒歩10分

ＪＲ各線「神田」駅（南口）徒歩７分

ＪＲ各線「東京」駅（日本橋口）徒歩７分


